
 
 

2026年６月 12日 

各 位 

会 社 名 株式会社ＦＵＮＤＩＮＮＯ 

代表者名 代表取締役ＣＥＯ 柴 原  祐 喜 

 （コード番号：４６２Ａ 東証グロース市場） 

問合せ先 執行役員コーポレート本部長 高 木  崇 

 （TEL：050-3644-4388） 

 

 

2026年 10月期 第２四半期決算説明資料（書き起こし）公開に関するお知らせ 

 

当社は、2026年６月 12日、2026年 10月期 第２四半期決算説明会を動画配信という形で公表いたしました。 

当該説明内容について、株主ならびに投資家の皆様への公平な情報開示の観点から、決算説明資料（書き起こし）

として公開することといたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．2026年 10月期 第２四半期決算説明資料（書き起こし）の概要 

当資料は、本日公開しました 2026 年 10 月期 第２四半期決算説明会の中で説明を行いました内容を書き起こ

し資料としてまとめ、その内容を共有するものであります。 

ご理解いただきやすいよう、一部内容の加筆・修正を行っております点、ご容赦ください。 

 

２．参考情報 

決算説明動画 URLを以下に掲載しておりますので、併せてご確認いただきますようお願い申し上げます。 

 

【2026年 10月期 第２四半期決算説明会】 

１．公開日時：2026 年６月 12日（金） 15:30～ 

２．説明者 ：代表取締役 CEO 柴原 祐喜 

 

■決算説明会動画はこちらからご確認いただけます 

2026年 10月期 第２四半期決算説明会 

https://irtv.jp/channel/23415 

 

■本件に関するお問い合わせ先: 

株式会社ＦＵＮＤＩＮＮＯ IR担当 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

https://irtv.jp/channel/23415
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfXwY3_MSz1m8KAyjQKMVpb5Sta1uQXRbc8kiXCt58Wpmwc0g/viewform


 

株式会社 FUNDINNO 代表取締役 CEOの柴原でございます。 

 

これより、2026年 10月期 第 2四半期決算について、ご説明いたします。  



 

私たちは、未上場株式市場において、テクノロジーを基盤に、 

証券・印刷・信託・取引所の各機能を統合した、 

次世代型金融プラットフォームを構築している会社です。 

 

次世代産業を担うスタートアップに 

継続的なリスクマネーを供給できる仕組みの整備は、 

日本経済の成長と、国際競争力強化の鍵となります。 

 

スタートアップ企業への「リスクマネー供給量」の増加、 

投資家と未上場企業との間の「情報対称性」の確保、 

未上場株式の「流動性促進」など、 

未上場株式市場を取り巻く課題の解決と、 

市場の拡大に取り組んでいます。 

 

我々は、未整備の未上場株式市場において、 

テクノロジーの力で、ゼロからリスクマネーの循環を生み出す 

仕組みの構築に取り組んでまいりました。 

 

ワンプラットフォームで資金供給のみならず、その後の成長、 

多様な Exitに繋げるべく、日々機能拡張を続けております。  



 

まず、2026年 10月期 第 2四半期決算の概要をご説明いたします。 

・営業収益 8億 9,900万円 

・営業損失 ▲3億 5,400万円 

と、前年同期比で減収となり、営業損失を計上いたしました。 

 

市場環境の変化への対応が遅れ、「FUNDINNO PLUS+」において、 

複数の案件で当初の想定よりも募集開始までの期間が長期化いたしました。 

 

これらの事業の進捗を踏まえ、 

2025年 12月 5日に公表いたしました、2026年 10月期の通期業績予想を下方修正いたしました。 

 

市場環境の変化により生じている課題及び対応方針につきましては 

「市場環境の変化を踏まえた今後の成長戦略」として、後段で詳しくご説明いたします。  



 

まず、2026年 10月期 第 2四半期の業績について、ご説明いたします。  



 

当第 2四半期は、 

 ・営業収益 8億 9,900万円 

 ・営業損失 ▲3億 5,400万円 

と、前年同期比で減収となり、営業損失を計上いたしました。 

 

また、経常損失以下につきましては、 

2026年 10月期 通期業績予想を下方修正したことから 

当第 2四半期において、繰延税金資産 188百万円の全部を取り崩し、法人税等調整額を計上いたしました。  



 

サービス領域別の営業収益の推移は、こちらをご覧ください。  



 

営業費用の推移をお示ししております。 

当社及び発行会社様の IPOのタイミングでの認知拡大を狙い、広告宣伝費を戦略的に投下いたしました。 

 

また、その他費用として、AI・データ活用を推進するためのシステム利用料が増加しております。  



 

続きまして、市場環境の変化を踏まえた今後の成長戦略についてご説明いたします。  



 

市場環境の変化への対応が遅れたことで、現在、複合的な課題が顕在化している状況です。 

 

こちらのスライドでは、 

・市場環境の変化の概要 

・市場環境の変化により生じた当社の課題 

・今後の対応方針 

について、一覧化しております。  



 

まずは、市場環境変化の概要として、 

 ・要因 A「未上場株式の価格調整の遅れ」 

 ・要因 B「IPO件数の減少に伴う Exit手段の変化」 

 ・要因 C「投資家様の未上場株式投資への選別意識の高まり」 

の 3点についてご説明してまいります。  



 

まずは、 

・要因 A「未上場株式の価格調整の遅れ」 

・要因 C「投資家様の未上場株式投資への選別意識の高まり」 

についてご説明いたします。 

 

昨今の日経平均の急上昇に反し、中・小型株を中心としたグロース市場の低迷がより顕著になっております。 

これに加えて、AIの台頭により、企業価値の評価基準に変化が生じております。 

 

足元では、2026年年初にかけての IPO銘柄のパフォーマンス低迷や、 

AI関連・SaaS銘柄を中心とした上場株のバリュエーション調整等が重なり、 

その影響が未上場株式の評価にも及び始めております。 

 

一方、未上場株式は流動性が乏しく、追加調達や、IPOの際に評価額の見直しが行われますが、 

現在は、株式評価額の高い銘柄において、調整が反映されるまでに時間を要している状況です。 

 

また、投資家様の投資意欲という点においても、 

前期までは日経平均の伸び悩み等から、 

未上場株式が投資対象となりやすい市場環境にありましたが、 

今期は他の金融商品と比較した際の相対的な魅力が低下し、 

未上場株式投資への選別意識が高まっております。  



 

続いて、要因 Bの「IPO件数の減少に伴う Exit手段の変化」による影響についてご説明いたします。 

 

東京証券取引所グロース市場での「上場維持基準の見直し」等を背景に、 

2025年の IPO件数は 41件と、大きく減少いたしました。 

 

Exitまでの期間が長期化し、レイターステージの発行会社様が滞留している状況です。 

中には、会社売却も視野に Exit手段を検討する発行会社様も出てきております。 

 

投資家様目線では、Exitまでの期間の長期化による流動性の低下が、より課題感を増しております。  



 

市場環境の変化の概要として 

 ・要因 A「未上場株式の価格調整の遅れ」 

 ・要因 B「IPO件数の減少に伴う Exit手段の変化」 

 ・要因 C「投資家様の未上場株式投資への選別意識の高まり」 

についてご説明してまいりました。 

 

続いて、これらの市場環境の変化への対応が遅れたことによる 

当社ビジネスへの影響についてご説明してまいります。  



 

まずは、 

・要因 A「未上場株式の価格調整の遅れ」と、 

・要因 B「IPO件数の減少に伴う Exit手段の変化」 

によって、ステークホルダー間での調整がこれまで以上に難航しております。 

 

これにより、案件の創出が当初の予定よりも大幅に遅延・見送りとなる事例が発生し、 

2026年 10月期上期の 10億円超の大型案件は 1件にとどまりました。  



 

IPO件数の減少と、それに伴う未上場での調達ニーズ・流動化ニーズの増加自体は、 

当初から想定し対応を進めてまいりました。 

 

一方で、足元では今年年初にかけての IPO銘柄のパフォーマンス低迷や、 

AI関連・SaaS銘柄を中心とした上場株のバリュエーション調整等が重なり、 

その影響が未上場株式の評価に及び始めております。 

 

この結果、発行会社様において希望されるバリュエーションと 

投資家様が許容するバリュエーションとの差が短期的に拡大し、 

既存株主を含むステークホルダー間の調整が長期化し、 

案件の取扱いまでに従来以上の時間を要する局面が生じております。 

 

加えて、こうした環境を受けて、 

Exitに会社売却を視野に入れる発行会社様も増えているものの、 

現状の商品スキームではこのニーズを十分に取り込めず、案件化に至らないケースも発生しております。 

 

これらが重なり、足元で案件の創出に影響が生じております。  



 

案件創出が滞ったのに加え、 

「Exitまでの期間の長期化」や「未上場株式投資への選別意識の高まり」により 

新規特定投資家様の増加ペースが鈍化しました。  



 

続いて、市場環境の変化への今後の対応方針について、ご説明いたします。  



 

期初は、特定投資家数の積み上げによる「FUNDINNO PLUS+」での急成長を推し進める計画でおりましたが、 

急激な市場環境の変化を受けて、 

現在の市場ニーズを取り込んだ商品組成スキームの構築・強化を図ってまいります。 

 

「プライマリー領域」の課題解決に加え、「グロース領域」「セカンダリー領域」の施策も含めて、 

創業時から重視してきた 3領域でのプラットフォームの発展に繋げ、GMVの拡大に努めてまいります。  



 

「未上場株式市場の価格調整の遅れ」により、 

バリュエーション調整局面においてステークホルダー間の調整が難航し、 

案件の取扱いまでの期間が長期化している課題への 

当社の対応方針についてご説明いたします。 

 

足元で市場の価格調整は進行しており、 

調整が一巡し、適正水準に是正されれば、案件組成が進む見通しです。 

 

一方、市場環境に依存せず、 

プライマリーでの資金調達時にセカンダリーによる売出しニーズに併せて対応するなど、 

当社自らがバリュエーション調整機能を実装してまいります。  



 

続いて、足元で増加傾向にある会社売却を視野に入れる発行会社様のニーズを 

取り込むための施策についてです。 

 

これまで、「FUNDINNO PLUS+」においては、IPOを目指す発行会社様の蓋然性を確認する観点で、 

監査法人・主幹事証券が決定しているなど、 

IPOを見据えて具体的な動きをしている発行会社様を対象としてきました。 

そのため、会社売却を視野に入れる発行会社様への対応がしきれておりませんでした。 

 

現在の市場環境下で継続的に取扱い案件を確保するため、 

今後は会社売却を目指す発行会社様へもターゲットを拡大し、 

審査体制の拡充と併せて商品組成スキームを強化してまいります。 

 

例えば、会社売却を目指す発行会社様は、株主数の増加を懸念する傾向にございますが、 

事業法人様からの出資による、株主数を増やさない資金調達手段のご提案や、 

将来的に見据えている当社で組成したファンドでの出資により株主様を 1本化することで、 

個人株主調整機能の実装を図ってまいります。 

 

さらに、当社のネットワークを生かした成長及び Exitの支援により付加価値向上を狙います。 



 

東証グロース市場における「上場維持基準の見直し」等で IPO件数が減少し、 

投資家様の Exitまでの期間が長期化している課題に対しましては、 

当社が、売出しニーズに対応するセカンダリー案件のお取扱いや 

M&Aによる Exitを支援することで、流動性を促進いたします。 

 

また、投資家様のターゲットを、事業シナジーを目的とする事業法人様へ拡大することで、 

GMVの増加に繋げてまいります。  



 

未上場株式の流動性に関する課題に対して、 

セカンダリー機能の拡充により課題解決に繋げた事例をご説明いたします。 

 

こちらは、株式交換による M&Aの際に 

旧株主様の売却ニーズを掴み、セカンダリー支援を行った事例です。 

 

IPO市場の変化により Exitまでの期間が長期化する中、 

未上場段階での売却ニーズが拡大傾向にあります。 

 

今後は、流動性の促進に加えて、 

プライマリー領域での資金調達の際に売出しを同時に扱うことで、 

発行会社様の価格調整の課題を当社自らが解消できるスキームの実装にも取り組んでまいります。  



 

続いて、事業法人様による投資実行の事例についてご説明いたします。 

 

Exitまでの期間が長期化する中、 

個人の特定投資家様のみならず、 

事業シナジーを目的に投資を行う事業法人様へもターゲットを拡大しており、 

当第 2四半期において投資実行の実績を計上いたしました。 

 

事業法人様による投資実行により、投資単価の向上に加え、 

会社売却を視野に入れている発行会社様にとっては、 

株主数を増やさない資金調達が実現可能になります。 

 

また、当社を上場前から支援くださっている株主様の多くには 

「未上場株式市場」をともに創り出す「共創」の想いをお持ちいただいています。 

 

当社のネットワークを通じて 

中・長期視点で発行会社様に伴走する事業法人投資家様をマッチングすることで、 

資金調達後の成長加速と Exitまでの期間短縮を目指してまいります。  



 

今期完了する予定の「第二種金融商品取引業」及び「投資運用業」の登録により、 

ファンドの組成に向けた体制の強化もしております。 

 

発行会社様の資金調達手段を増やすとともに、 

投資家様からの買い付けにより、未上場株式の Exit機会を自ら創出するスキームの構築を進めております。  



 

続いて、2026年 10月期 通期業績予想の修正内容について、ご説明いたします。  



 

今期は大型資金調達支援を行う「FUNDINNO PLUS+」での事業拡大を見込んでおりましたが、 

当初の想定を超える市場環境の変化により、期初の見通しから乖離が生じ、 

2026年 10月期 通期業績予想をスライドでお示ししております数値に修正いたしました。  



 

修正予想につきましては、今期上期と同様の市場環境が継続する前提で策定しております。 

 

ご説明いたしました対応方針に沿って施策を推進し、修正予想の達成に努めてまいります。  



 

続いて、財務状況についてお伝えいたします。  



 

当第 2四半期で営業損失を計上したものの、 

 ・現預金 41億 5,200万円 

 ・自己資本比率 95.3% 

と、盤石な財務基盤を維持しております。 

 

そのため、現段階において、エクイティ調達の実施は想定しておりません。  



 

今回の業績予想の下方修正について、経営者としての責任を真摯に受け止めております。 

 

掲げた目標達成に向けて、覚悟をもって全力で取り組んで参ります。  



 

最後に、当社ビジネスの拡張性についてご説明いたします。  



 

将来的には、投資家様、発行会社様、商品スキームの多様化など、 

スライドに記載の 6つの軸で事業基盤を拡張してまいります。  



 

未上場株式市場の金融インフラとしてターゲット及び機能を拡張することで、 

企業価値の向上に繋げてまいります。 

  



 

当社の取り組みにつきましては、 

「IR noteマガジン」および、「IR 公式 X」でも情報発信を行っております。 

 

皆様からのご質問を元にした解説や、 

開示資料だけではお伝えしきれなかった情報の補足などを 

記事を通じて行っておりますので、ご参照ください。 

 

また、個人投資家向け説明会にも登壇を予定しておりますので、ご参加いただければと思います。 

  



 

2026年 10月期 第 2四半期決算説明は以上でございます。 

 

ご視聴いただき、ありがとうございました。 

  



 

（コメントなし） 


